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１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

１．訂正の経緯

当社において、平成25年３月13日に架空取引の疑いが生じたことから、３月14日に経理部門及びコンプ

ライアンス部門からなるタスクチームを直ちに立ち上げ、調査を開始いたしました。その結果、過去にお

ける複数の取引先との取引において、実態のない取引の売上計上及び仕入計上があったとの判断から、事

実関係及びその内容の詳細な解明を行うため、３月18日当社代表取締役社長を委員長とする社内調査委

員会を設置した上で、当社において不正取引が行われていたことが判明した旨の事実を開示いたしまし

た。さらに３月25日には、第三者委員会を設置し、その旨を開示いたしました。同日以降、第三者委員会は

関係者へのヒアリングやその他利用可能な方法により、当社の不正取引に関して調査を実施し、５月２

日、当社は第三者委員会より調査結果を記載した調査報告書を受領いたしました。

平成25年５月２日付の第三者委員会による調査報告書の指摘及び社内調査委員会の結果を受け、過去

に提出いたしました有価証券報告書等に記載されている連結財務諸表及び財務諸表に含まれる不適切な

会計処理を訂正し、有価証券報告書等の訂正報告書を提出することを、平成25年５月９日の取締役会の承

認を経て決定いたしました。

　
２．会計処理

社内調査委員会及び第三者委員会による調査により、当社元従業員が特定の仕入先と共謀し、平成10年

秋頃より実在取引に関連して仕入の水増し発注や架空工事代金の追加発注を開始し、その後平成17年頃

より複数の関係取引先の協力を得て、実態のない取引の売上計上及び仕入計上（以下「架空・循環取

引」という。）が行われていたことが判明いたしました。

　仕入代金の水増しや架空工事代金の発注金額のうち元従業員の現金着服部分として特定できた金額は、

「売上原価」から「長期未収入金」に振り替えるとともに、回収不能な債権に対して「貸倒引当金」を

計上いたしました。架空・循環取引は、商品の移動を伴わない単なる資金移動にすぎないと判断し、関連

する売上高や売上原価、債権債務等について取り消し、その他必要と認められる修正を行いました。

これらの決算訂正により、当社が平成24年２月８日付で提出いたしました第109期第３四半期（自　平

成23年10月１日　至　平成23年12月31日）四半期報告書の記載事項の一部を訂正する必要が生じましたの

で、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するもので

あります。

訂正後の四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けてお

り、そのレビュー報告書を添付しております。

なお、四半期連結財務諸表の記載内容に係る訂正箇所についてはXBRLの修正も行いましたので、併せて

修正後のXBRLデータ一式（表示情報ファイルを含む）を提出いたします。
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２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

　　第１　企業の概況

　　　　１　主要な経営指標等の推移

　　第２　事業の状況

　　　　３　財政状態及び経営成績の分析

　　第４　経理の状況

　　　　１　四半期連結財務諸表

　四半期レビュー報告書

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第108期
第３四半期
連結累計期間

第109期
第３四半期
連結累計期間

第108期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (百万円) 50,886 56,023 73,010

経常利益 (百万円) 549 1,281 1,251

四半期(当期)純利益 (百万円) 39 315 406

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △157 △136 173

純資産額 (百万円)  10,274  10,210 10,606

総資産額 (百万円)  44,293  47,256 42,367

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 1.24 9.80 12.61

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 23.0 21.4 24.9

　

回次
第108期
第３四半期
連結会計期間

第109期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 1.03 0.03

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第108期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、財政状態及び経営成績の異常な変動等、又は前事業年度の有価証券

報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当企業グループ（当社及び連結

子会社）が判断したものであります。

　
(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間における経済の動向は、欧州での金融不安や米国経済の低迷が見られたも

のの、中国をはじめとするアジア諸国では高い成長が継続され概ね順調に推移いたしました。国内におい

ては、東日本大震災からの早期復旧が進み、外需中心に景気の持ち直し傾向が見られました。

しかしながら、長期化する円高・株安・原材料高、欧米経済の景気低迷に伴う中国経済の減速に加え、

タイの大洪水の影響もあり、先行きは不透明な状況となっております。

このような状況下において、当企業グループは、国内外における営業協調体制の強化徹底により、比較

的好調な自動車関連、新エネルギー関連、食品・医薬関連等に営業展開を計った結果、当第３四半期連結

累計期間における売上高は約10％増加いたしました。営業利益・経常利益・四半期純利益は徹底した営

業費用の削減等により、前年同期を大きく上回りました。
　

当第３四半期連結累計期間の業績は、
　

売上高　　　　５６０億２３百万円　(前年同期比　１１０．１％)

営業利益　　　　１１億９１百万円　(　　〃　　　２５８．３％)

経常利益　　　　１２億８１百万円　(　　〃　　　２３３．０％)

四半期純利益　　　３億１５百万円　(　　〃　　　７９２．６％)
　
となりました。

　
報告セグメントの業績は以下のとおりです。

　

（動伝事業）

当事業は、株式会社椿本チエイングループのパワトラ商品を中心として、国内外の動力伝動商品の全

般を取り扱っており、その売上高は全体の約54％を占めております。

当第３四半期連結累計期間は、半導体・液晶業界を中心としたＩＴ関連分野での冷え込みはあるも

のの、自動車部品関連は震災後には順調に売上が回復し、当事業の外部顧客への売上高は、303億33百万

円（前年同期比99.9％）となりました。

　
（設備装置事業）

当事業は、株式会社椿本チエイングループのマテハン商品、当社独自のエンジニアリングによるツバ

コーシステム商品を中心に、産業分野全般にわたり搬送設備等の自動化・省力化商品を提供しており、

その売上高は全体の約34％を占めております。

当第３四半期連結累計期間は、エネルギー関連、自動車関連、製紙関連、食品関連分野を中心に震災復

旧に向けた国内設備需要、アジア諸国を中心とした海外向け設備需要が増加し、当事業の外部顧客への

売上高は、187億25百万円（前年同期比130.2％）となりました。
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（産業資材事業）

当事業は、不織布製品をはじめ合成樹脂原料及びその成型加工品、カルマーポンプ、新素材商品等幅

広い商品を取り扱っている部門であり、その売上高は全体の約12％を占めております。

当第３四半期連結累計期間は、従来商品及び新規開発商品の三角ティーバッグ高速自動製造機が順

調に売上の増加に寄与し国内外で業績を拡大することができたため、当事業の外部顧客への売上高は、

69億63百万円（前年同期比113.7％）となりました。

　

(2) 資産・負債・純資産の分析

① 資産の部

当第３四半期連結会計期間末の総資産は472億56百万円となり、前連結会計年度末に比べ48億89百万

円増加いたしました。流動資産は55億61百万円増加いたしました。主な要因は、現金及び預金が12億43

百万円増加、受取手形及び売掛金が27億2百万円増加、商品及び製品が3億70百万円増加、仕掛品が9億17

百万円増加したこと等によるものであります。固定資産は、6億72百万円減少いたしました。主な要因

は、投資有価証券の時価が前年度末に比べ下落したことにより7億18百万円減少したこと等によるもの

であります。
　

② 負債の部

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は370億45百万円となり、前連結会計年度末に比べ52億85百

万円増加いたしました。流動負債は53億80百万円増加いたしました。主な要因は、支払手形及び買掛金

が51億12百万円増加したこと等によるものであります。一方、固定負債は95百万円減少いたしました。
　

③ 純資産の部

当第３四半期連結会計期間末の純資産の部は102億10百万円となり、前連結会計年度末に比べ3億95

百万円減少いたしました。主な要因は、当四半期純利益を3億15百万円計上したものの、配当金の支払い

を2億57百万円実施した上、その他有価証券評価差額金が4億42百万円減少したこと等によるものであ

ります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当企業グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

特記すべき事項はありません。

　

(5) 従業員数

当第３四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

　

(6) 受注、販売及び仕入の実績

当第３四半期連結累計期間において、受注、販売及び仕入実績の著しい変動はありません。

　

(7) 主要な設備

当第３四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末に

おける計画の著しい変更はありません。

　

(8) 重要な関連当事者との取引について

当第３四半期連結累計期間において、重要な関連当事者との取引に重要な変更はありません。 
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(9) 経営者の問題意識と今後の方針について

当企業グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案する

よう努めておりますが、最近の事業環境の激変への対応は、ますます厳しいものになっております。　

このため、当企業グループは、創業100周年へ向け、売上高1,000億円・経常利益30億円の早期達成を目

指して、平成22年４月より３ヶ年の連結中期経営計画「COLLABO 1000」をスタートさせました。この連結

中期経営計画の中では、社是に掲げた「たゆみなき販路の開拓」と「常に怠りなき商品の開発」の徹底

実行を中期方針の要とし、当企業グループが日本国内の製造業の体制の変化による国内空洞化に対応す

るために各事業部門の協働により、「更なる総合力の発揮」「情報の共有化」をキーワードに進めてま

いりました。計画初年度（平成23年3月期）は連結売上高730億10百万円・経常利益12億51百万円という

結果になりました。平成20年のリーマンショックに端を発した世界同時不況の影響が計画初年度上期ま

で続き、同下期はエコ減税・エコポイント等により消費の盛上った自動車・液晶・ＩＴ業界向けを中心

に幾分回復しましたが、まだまだ、先行きの不透明感は否めません。

そこで、当企業グループは、平成24年３月期より徹底したエリア戦略を実施し、国内空洞化に対してエ

リア毎にきめ細かくフォローしていく体制とし、下記の施策を進めているところであります。
　

① 点から面での営業へ転換すること。（徹底したエリア戦略の実施）

② エリア毎での動伝部門、装置部門、関連部門が一体となった営業で営業効率を高めていくこと。

③ 国内の地域経済圏の規模・特徴にマッチした営業力を整備することにより、国内市場の地域密着

営業を更に進めること。

④ 当企業グループの取扱商品の幅を広げて、顧客ニーズの変化への対応力を強め、他社との差別化

を計り、競争力を高めること。

⑤ 事業部制では生まれにくい分野の海外商品を含めた新商品を開発していくこと。

⑥ 当企業グループの主要取扱商品である㈱椿本チエイングループ製品の拡販により、顧客基盤の拡

大・充実を計ること。

⑦ グループ全体での顧客開拓活動の継続展開により、ＩＴ等の新技術、環境・自動車等の新技術、素

材、エネルギー等、成長産業分野・有力業界での営業を拡大すること。

⑧ 中国・東南アジアでの営業力の強化と共に、新たな海外市場を開拓することにより海外事業の拡

大を計ること。

⑨ グループ一体となった情報・人材・業務・資金等の活用と営業・人材・業務・資金等の効率化、

リスク管理の充実により、当企業グループの経営効率を上げ収益力を強化すること。
　

今後、上に掲げた施策をよりきめ細かく遂行しながら、必要に応じ中期的な目標・方針・施策の見直し

を進めているところであります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株) 
(平成23年12月31日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成24年２月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 32,489,84532,489,845

東京証券取引所 
市場第１部 
大阪証券取引所 
市場第１部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式で、単
元株式数は、1,000株でありま
す。

計 32,489,84532,489,845― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額　
(百万円)

資本金残高　
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年10月1日～
　平成23年12月31日

― 32,489 ― 2,945 ― 750

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記

載することができませんので、直前の基準日である平成23年９月30日の株主名簿により記載しておりま

す。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式　　　262,000

― ―

(相互保有株式)
普通株式       89,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式   31,888,00031,888 ―

単元未満株式 普通株式　　  250,845 ― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 32,489,845― ―

総株主の議決権 ― 31,888 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には株式会社証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権２

個）含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式130株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）

当社

大阪市北区梅田

３丁目３番20号
262,000― 262,000 0.81

　 　 　 　 　 　

（相互保有株式）

椿本西日本㈱　（注２）

福岡市博多区博多駅南

４丁目15番８号
― 89,000 89,000 0.27

計 ― 262,00089,000351,000 1.08

(注) １　株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権１個）あります。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に含めております。

２　椿本西日本㈱の「他人名義所有株式数」は、当社の取引先で構成される持株会（椿本興業株式会社取引先持株

会　大阪市北区梅田３丁目３番20号）によるものであります。

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成23年10月１日

から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しており

ますが、訂正後の四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けて

おります。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

　 　 　 　 　 （単位：百万円）

　 　 　 　 前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部 　 　
　 流動資産 　 　
　 　 現金及び預金 3,941 5,185
　 　 受取手形及び売掛金 26,460 ※１ 29,162
　 　 商品及び製品 1,781 2,152
　 　 仕掛品 651 1,569
　 　 繰延税金資産 192 149
　 　 その他 ※2 882 ※1,※2 1,257
　 　 貸倒引当金 △182 △187

　 　 流動資産合計 33,727 39,288

　 固定資産 　 　
　 　 有形固定資産 571 598
　 　 無形固定資産 88 71
　 　 投資その他の資産 　 　
　 　 　 投資有価証券 6,435 5,717
　 　 　 長期未収入金 ※2 1,231 ※2 1,331
　 　 　 その他 1,704 1,711
　 　 　 貸倒引当金 ※2 △1,391 ※2 △1,462

　 　 　 投資その他の資産合計 7,979 7,298

　 　 固定資産合計 8,639 7,967

　 資産合計 42,367 47,256

負債の部 　 　
　 流動負債 　 　
　 　 支払手形及び買掛金 24,772 ※１ 29,885
　 　 短期借入金 210 210
　 　 未払法人税等 636 230
　 　 役員賞与引当金 90 101
　 　 前受金 1,619 2,124
　 　 繰延税金負債 7 10
　 　 その他 ※2 634 ※1,※2 790

　 　 流動負債合計 27,970 33,351

　 固定負債 　 　
　 　 長期借入金 2,000 2,000
　 　 退職給付引当金 1,120 1,133
　 　 長期未払金 462 359
　 　 繰延税金負債 0 0
　 　 その他 206 201

　 　 固定負債合計 3,790 3,694

　 負債合計 31,760 37,045
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　 　 　 　 （単位：百万円）

　 　 　 前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

純資産の部 　 　
　 株主資本 　 　
　 　 資本金 2,945 2,945
　 　 資本剰余金 1,805 1,805
　 　 利益剰余金 5,268 5,326
　 　 自己株式 △82 △83

　 　 株主資本合計 9,936 9,993

　 その他の包括利益累計額 　 　
　 　 その他有価証券評価差額金 663 221
　 　 繰延ヘッジ損益 0 1
　 　 為替換算調整勘定 △67 △88

　 　 その他の包括利益累計額合計 596 135

　 少数株主持分 72 81

　 純資産合計 10,606 10,210

負債純資産合計 42,367 47,256
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

　 　 　 （単位：百万円）

　 　

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

売上高 50,886 56,023

売上原価 44,212 48,233

売上総利益 6,674 7,790

販売費及び一般管理費 6,212 6,599

営業利益 461 1,191

営業外収益 　 　
　 受取利息 2 3
　 受取配当金 98 113
　 持分法による投資利益 51 32
　 その他 50 28

　 営業外収益合計 202 177

営業外費用 　 　
　 支払利息 28 23
　 売上割引 21 24
　 為替差損 18 24
　 シンジケートローン手数料 32 1
　 その他 11 13

　 営業外費用合計 114 87

経常利益 549 1,281

特別利益 　 　
　 固定資産売却益 0 －
　 貸倒引当金戻入額 41 －

　 特別利益合計 41 －

特別損失 　 　
　 固定資産除売却損 0 5
　 投資有価証券評価損 89 115
　 ゴルフ会員権評価損 4 0
　 貸倒引当金繰入額 128 100
　 その他 0 －

　 特別損失合計 222 220

税金等調整前四半期純利益 368 1,060

法人税、住民税及び事業税 336 557

法人税等調整額 △11 170

法人税等合計 324 727

少数株主損益調整前四半期純利益 43 332

少数株主利益 4 16

四半期純利益 39 315
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

　 　 　 (単位：百万円)

　 　

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 43 332

その他の包括利益 　 　
　 その他有価証券評価差額金 △181 △437
　 繰延ヘッジ損益 1 1
　 為替換算調整勘定 △9 △19
　 持分法適用会社に対する持分相当額 △12 △14

　 その他の包括利益合計 △201 △469

四半期包括利益 △157 △136

（内訳） 　 　
　 親会社株主に係る四半期包括利益 △155 △145
　 少数株主に係る四半期包括利益 △1 8
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【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

 
（不正取引及び不適切な会計処理について）

当社において、架空取引の疑いが生じたことから、外部の独立機関として第三者委員会を設置し調査を実施

するとともに内部調査委員会による調査を進めて参りました。

その結果、過去に行われた取引の一部に関して不正取引及び不適切な会計処理が行われておりました。

（訂正報告書の提出について）

当社の不適切な会計処理について、当社は金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき過去に提出

いたしました四半期報告書に記載されている四半期連結財務諸表に含まれる不適切な会計処理を訂正し、四半

期報告書の訂正報告書を提出することを決定しました。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

※１  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。
　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

受取手形
（営業外受取手形を含む）

― 564百万円

支払手形
（営業外支払手形を含む）

― 1,279百万円

　

※２　不正取引に関連して発生したものが、以下のとおり含まれております。

　
　

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

流動資産 　 　

　その他 　 　

　　営業外受取手形 30百万円 30百万円

固定資産 　 　

　投資その他の資産 　 　

　　長期未収入金 1,231百万円 1,331百万円

    貸倒引当金 △1,231百万円 △1,331百万円

流動負債 　 　

　その他 　 　

　　営業外支払手形 316百万円 428百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれ

んの償却額は、次のとおりであります。
　

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

減価償却費 45百万円 61百万円

のれんの償却額 1百万円 1百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 161 5.00平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

平成22年11月１日
取締役会

普通株式 96 3.00平成22年９月30日 平成22年12月６日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 161 5.00平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

平成23年10月31日
取締役会

普通株式 96 3.00平成23年９月30日 平成23年12月５日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　

　

報告セグメント

合計
(百万円)

調整額
(百万円)

四半期連結
損益計算書
計上額
(百万円)

動伝事業
 

(百万円)

設備装置
事業
(百万円)

産業資材
事業
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 30,378 14,380 6,127 50,886 ― 50,886

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

590 2,640 482 3,713 △3,713 ―

計 30,969 17,021 6,609 54,599△3,713 50,886

セグメント利益
又は損失(△)

750 △56 199 894 △432 461

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項)
　

利益 金額(百万円)

報告セグメント計 894

セグメント間取引消去 0

全社費用(注) △433

四半期連結損益計算書の営業利益 461

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　

　

報告セグメント

合計
(百万円)

調整額
(百万円)

四半期連結
損益計算書
計上額
(百万円)

動伝事業
 

(百万円)

設備装置
事業
(百万円)

産業資材
事業
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 30,333 18,725 6,963 56,023 ― 56,023

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

1,206 1,791 1,203 4,200 △4,200 ―

計 31,539 20,517 8,167 60,224△4,200 56,023

セグメント利益 978 415 358 1,752 △560 1,191

(注)　各セグメントに属する主要な商品は下記のとおりであります。
　

セグメント別 主要商品名

動伝事業

ローラチェーン及び鎖車、タイミングチェーン及び歯付きベルト、

各種搬送用チェーン、各種カップリング、各種電動機、制御機器、

各種変減速機、電子機器、その他伝動機器

設備装置事業

クリーンエネルギー関連設備、医薬・バイオ関連設備、化学機械装置、水処理装置、

食品機械、その他環境装置、工作機械、鍛圧機械、産業用ロボット、各種コンベヤ、各

種自動化装置、サイロ設備、立体倉庫及び自動仕分装置、各種輸送装置を含むＦＡ

システム、建築請負工事

産業資材事業 各種不織布及びその加工品、各種合成樹脂成形機及び成形品、機能素材

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項)
　

利益 金額(百万円)

報告セグメント計 1,752

セグメント間取引消去 △6

全社費用(注) △554

四半期連結損益計算書の営業利益 1,191

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

椿本興業株式会社(E02572)

訂正四半期報告書

19/22



　

(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

１株当たり四半期純利益(百万円) 1円24銭 9円80銭

 (算定上の基礎) 　 　

四半期純利益(百万円) 39 315

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 39 315

普通株式の期中平均株式数(千株) 32,190 32,184

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。　

　

２ 【その他】

平成23年10月31日開催の取締役会において、第109期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

①　中間配当による配当金の総額　　　　　　　　96百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　 3円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　平成23年12月５日
　

 (注)  平成23年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、支払いを行いました。　　　　　　　　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年５月10日

椿本興業株式会社

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　原　　田　　大　　輔　　印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　黒　　川　　智　　哉　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている椿本
興業株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平
成23年10月１日から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12
月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、椿本興業株式会社及び連結子会社の平成23年
12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
強調事項
　追加情報に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。なお、当監査法人は、訂正前
の四半期連結財務諸表に対して平成24年２月８日に四半期レビュー報告書を提出した。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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